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2014 年 7月●日

中国 国家知識産権局条法司 御中

一般社団法人日本知的財産協会

アジア戦略プロジェクト

常務理事 別所 弘和

職務発明条例草案（送審稿）に対する意見

拝啓、時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。

私ども日本知的財産協会は、1938 年に日本において設立されました知的財産権に関する

民間のユーザー団体で、日本の主要企業約 900 社を会員としており、世界における知的財

産制度、その運用の改善について、意見などを関係先に提出いたしておりますが、今般、

標記「職務発明条例草案（送審稿）」について精査させていただきました。

つきましては、添付のとおり、私どもの意見を取り纏めましたので、ご検討の程、宜し

くお願い申しあげます。

また、今回提出いたします意見の背景、理由などについてご説明するのに吝かではござ

いませんので、その必要がありましたら遠慮なくご連絡いただければ幸いです。

敬具

添付資料： 職務発明条例草案（送審稿）に対する意見

お問い合わせ先：

一般社団法人日本知的財産協会

事務局長 西尾 信彦

TEL：81-3-5205-3433

FAX：81-3-5205-3391

Email：nishio@jipa.or.jp



2

中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 総論

問題点

各事業体はその事業戦略や業界に見合った知的財産権の管理を行ない、イノベ

ーションの促進を図っている。

一方、本条例草案においては専利権、植物新品種権、集積回路配置図設計の専

有権など様々な権利に関し、更には、権利の実体の無いノウハウまで、その帰

属や手続などを規定している。これらの知的財産権は各法令に基づいてこれま

でも各事業体で管理してきているが、本条例草案では非常に細かく、或いは現

行法令とは異なる規定や、現行法令にカバーされていないノウハウ取り扱い規

定が見受けられ、ともすれば事業体の管理負担を著しく大きくすることにもな

りかねない。

特に外資企業においては、このような管理負担増加は既に中国に配置している

研究開発機関を撤退させたり、或いは、中国への新規の研究開発投資意欲を減

退させたりする要因にもなりかねない。

改善要望

専利権、植物新品種権、集積回路配置図設計の専有権など様々な権利に対して

一つの条例でまとめて運用することには無理がある。例えば後述する本草案第

８条に対する希望でも説明する通り、法令間で不整合が生じている。

職務発明は各法において対処すべきであり本条例自体が不要である。

仮に本条例を導入するのであれば、事業体が事業戦略や当該業界に見合った知

的財産権の管理を行いやすくし、知的財産権の創出を促進させるよう、以下の

改善事項をご検討いただくことを望む。

関連する

法令等

備考



3

中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 技術秘密（ノウハウ）の扱いについて（第４条）

問題点

「ノウハウ」は、発明専利等とは異なり、政府機関が審査し登録をするもので

はないため、「ノウハウ」を特定し評価することは困難である。国際的にみても、

ノウハウに対価の支払い等を義務付ける規定を設けた国はなく、ノウハウを職

務発明条例に適用することは、適切ではないと考える。

改善要望
本草案第４条に定める発明の定義において「ノウハウ」が含まれるとの規定を

削除することを希望する。

関連する

法令等

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 発明報告制度、奨励・報酬制度制定プロセスについて（第６条第４款）

問題点

発明報告制度、及び奨励・報酬制度を設立する際に関係者からの意見や提案を

「充分に採り入れなければならない（应当充分听取和吸纳相关人员的意见和建

议）」と強制することは、事業体と発明者とのバランスを欠くことになる。関係

者の意見を一方的に全て採り入れると例えば発明者に非常に優位な意見も取り

入れなければならなくなり事業体と発明者とのバランスを欠くことになる。

改善要望

草案第６条第４款の「関係者からの意見及び提案を十分に聴取して、採り入

れ、・・・なければならない。」を「関係者からの意見及び提案を十分に聴取し

て、協議しなければならない。」に修正することを希望する。

関連する

法令等

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 職務発明の定義について（第７条第１款（１））

問題点

草案第７条第１款（１）の「自己の職務の作業中」が曖昧である。事業体内で

は担当職務の変更はよく行われるものであり、退職しない状態で職務変更にな

った後に、職務変更以前の業務の知識に基づく発明を成すことも起こりえる。

このような場合、本草案第７条第１款（１）の規定では「自己の職務の作業中」

の範疇から外れる虞がある。仮に「自己の職務の作業中」の範疇から外れると

判断されると、発明者は自由に専利出願等ができるようになってしまい問題で

ある。

改善要望
草案第７条第１款（１）を「自らが属する事業体の業務範囲に属し、自己の現

在および過去の職務に属する発明」と修正することを希望する。

関連する

法令等

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 退職後の職務発明について（第７条第１款（３）、第８条）

問題点

草案第７条第１款（３）では、以前に属した事業体を退職等した後１年以内に、

以前に属した事業体で担当した職務業務等と関わりのある発明は職務発明であ

る旨規定されている。

以前に属した事業体で担当した職務業務等と関わりのある職務発明は、以前に

属した事業体に権利帰属されるべきである。

しかしながら草案第７条第１款（３）では職務発明であることは明確であるが、

第８条において職務発明の帰属先は“事業体（単位）”であることしか明記され

ておらず、当該発明者が退職後現在所属している事業体に帰属する職務発明と

も読めてしまう。

改善要望

以前に属した事業体で担当した職務業務等と関わりのある職務発明は、以前に

属した事業体に権利帰属されることを明確に記載することを希望する。

具体的には、草案第８条において、「第７条第１款（１）に規定する職務発明

については、以前に属した事業体が知的財産権を出願する権利、技術秘密とし

て保護もしくは公開する権利を有し、発明者は氏名表示権及び奨励・報酬を得

る権利を有する。」という条文を追加いただくことを希望する。

関連する

法令等
専利法第６条、専利法実施細則第１２条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 職務発明の定義について（第７条第１款（４））

問題点

草案第７条第１款（４）の「自らが属する事業体の資金、…（中略）…技術資

料などの物質・技術条件を主に利用して完成した発明」について、草案通り職

務発明に属すると規定することに賛同する。

なお、草案では「完成後」という状態が不明確である。

改善要望

草案第７条第１款（４）のただし書き部分を「ただし、資金の返還もしくは使

用費の支払いを約定していた場合、または、事業体の物質・技術条件を利用し

ないで完成した後、単に事業体の物質的、技術的条件を利用して検証もしくテ

ストをしたに過ぎない場合を除く。」と修正することを希望する。

関連する

法令等

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 知的財産権の定義、氏名表示権について（第８条）

問題点

本草案においては“知的財産権”の定義がなされていない。草案第８条では未

定義の“知的財産権”について“出願する権利”を有する旨記載されているが、

草案第４条にもとづけば、専利権、植物新品種権、集積回路配置図設計の専有

権の権利と想定される。一方で、以下のような問題点も生ずる。

草案第８条では発明者は「氏名表示権」「報奨金及び報酬金を得る権利」を有

する旨規定されているが、植物新品種保護条例や集積回路配置図設計保護条例

には、「発明者」に相当する主体は存在せず、それに見合う規定も無い。すでに

権利取得しているこれらの知的財産権については今から発明者を特定すること

は困難であり、問題が生じる可能性が高い。

改善要望

草案第８条について、「・・・専利権を出願する権利・・・」と修正いただく

か、「・・・知的財産権（専利権、植物新品種権、集積回路配置図設計の専有権

の権利）を出願する権利、・・・」等と明確に権利の種類を示していただくこと

を希望する。

関連する

法令等

植物新品種保護条例第７条

集積回路配置図設計保護条例第９条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 発明報告書について（第１１条第１款、第１１条第１款（３））

問題点

草案第１１条では発明者が事業体に提出する発明報告書の記載内容について

規定している。２０１２年１１月１２日の公開意見募集稿の第１０条と比べる

と発明報告書の内容について約定を優先することが明確になり、この修正に賛

同する。

改善要望

上記のとおり草案第１１条において約定を優先することが明確になったこと

に賛同するとともに、当然ながら草案第９条や第１０条に定めるように「約定」

だけでなく「規程」で定める場合についても明確になるよう修正することを希

望する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 発明報告書への回答について（第１２条第１款）

問題点

草案第１２条では発明者からの発明報告書に対して事業体は２ヶ月以内に回

答しなければならない旨規定されている。2012 年 11 月 12 日の公開意見募集稿

の第１２条と比べると回答期限について約定を優先することが明確になり、こ

の修正に賛同する。

改善要望

上記の通り回答期限について約定を優先することが明確になったことに賛同

するとともに、草案第９条や第１０条と同様に「事業体が別途規程を有する場

合、もしくは発明者と別途取り決めを有する場合を除き、発明が報告した発明

に基づき・・・」等のように、「約定」だけでなく「規程」で定める場合につい

ても明確になるよう修正することを希望する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 職務発明である旨の主張について（第１３条）

問題点

草案第１３条では報告された非職務発明が職務発明に属すると主張する場合

の処理について規定されている。これは第１０条に基づき発明者より提出され

た発明報告書に対する回答に関する規定であるが記載が不明確である。

改善要望

発明者から提出された発明報告書に対する処理であるため、草案第１３条は

「第１０条に基づき発明者より提出された発明報告書に対して、事業体は書面

での回答において・・・」と修正することを希望する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 職務発明の出願判断について（第１３条）

問題点

草案第１３条では発明者から報告された職務発明を出願するか否かについて

の処理について規定している。

これは第１１条に基づき発明者より提出された発明報告書に対する処理であ

る。

2012 年 11 月 12 日の公開意見募集稿の第１４条と比べると通知期限について

約定を優先することが明確になり、この修正に賛同する。

改善要望

上記のとおり草案第１３条において約定を優先することが明確になったこと

に賛同するとともに、当然ながら草案第９条や第１０条に定めるように「約定」

だけでなく「規程」で定める場合についても明確になるよう修正することを希

望する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 出願過程の進捗知得について（第１４条第２款）

問題点

出願過程には事業体の機密情報が絡むことがあり、社員である発明者といえど

も事業体から開示できない事項がある。特に退職した発明者にまで出願過程と

して機密情報を知得させることは適切ではない。

改善要望

草案第１４条第２款を削除することを希望する。

或いは少なくとも草案第９条、第１０条のように「事業体が別途規程を有する

場合、もしくは発明者と別途取り決めを有する場合を除き、知的財産権の出願

において・・・」と修正することを希望する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 出願手続停止、放棄の場合の通知義務について（第１５条）

問題点

①事業体は事業戦略に応じて出願手続停止や放棄を日常的に判断しており、一

ヶ月前の通知は実情に合わない。特に退職した発明者にまで一ヶ月前に通知を

義務付けることは過剰である。

②“通知後に協議することができる”とあるが、協議が成立するまでの期間に

も出願手続や権利を維持するための作業や費用が必要であり、いたずらに事業

者に負担を強いる。

③本条例第１条で目的とする「職務発明者と事業体の合法的権益を保護」の観

点において事業体の権益を損ね、更に、同「職務発明及びその知的財産権の運

用実施」の安定性を損ねる。

改善要望

草案第１５条を削除することを希望する。

或いは少なくとも草案第９条、第１０条のように「事業体が別途規程を有する

場合、もしくは発明者と別途取り決めを有する場合を除き」という条件を追加

修正することを希望する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 報奨金・報酬金の取り決め無効について（第１８条）

問題点

①前回の草案（公開意見募集稿）での『発明者が本条例に基づいて享有する権

利を取り消す、または「制限する」ような如何なる約定もしくは規定は、無効

とする』の「制限する」の部分を、今回の草案の第十八条第二款では「前記権

利の享有もしくは行使に不合理な条件を付け加える」というように規定内容の

明確化が図られてはいるが、結局のところ、合意の下で取り決めた事項が無効

になるということは過剰であることには変わりがないと思料する。

②また、「本条例に基づいて享有する権利」が具体的にどの権利なのか（草案

第１８条第１款に記載する第１９条と第２２条のことなのか、第４章等に記載

する全てなのか）が不明確である。

③「本条例に基づいて享有する権利」は、記載からは第１９条と第２２条と解

釈するのが自然と考えられるが、「第１９条と第２２条の規定を満たさなければ

ならない」についても、草案第１９条において「意見を聞かなければならない」

が、具体的に誰といつどのような手続を経ていれば聞いたことになるのかが不

明であって、取り決め等の無効主張を誘発しかねない。

④第１款も強行規定であり、③の問題を有する。

改善要望

草案第１８条を削除することを希望する。併せて、対応する草案第３８条を削

除することも希望する。

少なくとも草案第１８条第２款を削除し、且つ、草案第１８条第１款でも、草

案第９条、第１０条のように「事業体が別途規程を有する場合、もしくは発明

者と別途取り決めを有する場合を除き」という条件を追加修正することを希望

する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 発明者へのヒアリングについて（第１９条第１款）

問題点

草案第１９条第１款において「意見を聞かなければならない」が、具体的に誰

と、いつ、どのような手続を経ていれば聞いたことになるのかが不明であって、

取り決め等の無効主張を誘発しかねない。草案第１条で目的とする「職務発明

者と事業体の合法的権益を保護」の観点において事業体の権益を損ね、更に、

同「職務発明及びその知的財産権の運用実施」の安定性を損ねる。

改善要望 草案第１９条第１款を削除することを希望する。

関連する

法令等

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 発明者への利益関連状況通知について（第１９条第２款）

問題点

第１９条第２款に「経済的利益の関連状況」とあるが、「関連状況」にどこま

でが含まれるかが明確ではない。特に、ＩＴ分野で広く行われている包括的な

クロスライセンスにおいては、個々の発明の「経済的利益」を算出することは

困難である。

また、利益に関する状況／情報には機密情報が絡むことがあり、発明者といえ

ども事業体から開示できない事項がある。特に退職した発明者にまで出願過程

として機密情報を知得させることは適切ではない。

前回の草案（公開意見募集稿）での『事業体が「経済的利益の関連状況」を発

明者に通知する』義務を課す規定から、今回の草案では『発明者が「経済的利

益の関連状況」を問合わせる権利を有する』規定に修正されたので、事業体の

負担軽減には繋がるが、実運用上は、発明者の問合せに応じて「自ら実施」す

ること等を特許存続期間の最後まで追跡し発明者に通知することは事業体に極

めて大きな負担になることに変わりないと思料する。

改善要望

草案第１９条第２款を削除することを希望する。

少なくとも草案第９条、第１０条のように「事業体が別途規程を有する場合、

もしくは発明者と別途取り決めを有する場合を除き」という条件を追加修正す

ることを希望する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 報奨金の算定について（第２０条）

問題点

草案第２０条では発明特許権または植物新品種権報奨金の総額は最低でも在

職従業員の平均月給の２倍を下回ってはならず、その他の知的財産権について

は在職従業員の平均月給を下回ってはならないと規定されている。

一方専利法実施細則第７７条では、「発明特許一件あたりの報奨は 3,000 元を

下回ってはならず、実用新案特許又は意匠特許一件あたりの報奨は 1,000 元を

下回ってはならない。」と規定されている。

草案と専利法実施細則とではその計算方法が異なり、どちらを採用するかによ

って報奨金額が異なってしまうことになる。このような状況は発明者と使用者

との間でトラブルになりかねないものである。

改善要望
草案第２０条を削除するか、少なくとも専利権に対する報奨金の算定ついては

専利法実施細則に揃えていただくことを希望する。

関連する

法令等
専利法実施細則第７７条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 報酬金の算定について（第２１条第１款（１））

問題点

草案第２１条第１款（１）では、「発明特許権または植物新品種権の営業利益

から５％を下回らない額を報酬として計算する。その他の知的財産権を実施す

る場合、その営業利益の３％を下回らない額を報酬として計算する」と規定さ

れている。

一方、専利法実施細則第７８条では、「営業利益の中から２％を下回らない金

額、若しくは、当該意匠特許の実施により得られた営業利益の中から０.２％を

下回らない金額」と規定している。

草案と専利法実施細則とではその計算方法が異なり、どちらを採用するかによ

って報酬額がおおきく異なってしまうことになる。このような状況は発明者と

使用者との間でトラブルになりかねないものである。

業種や技術分野によって異なるが、世界的な傾向として、特許料収入の料率が

５％未満である産業・技術分野が多く、また、その他の知的財産権でその営業

利益の３％を下回らないというのも、特許料収入の料率の実態からすると、現

実的とは言えない。企業は、特許料収入以上の報酬を発明者に支払うことにも

なりかねず、研究開発投資や研究者の人件費も回収できなくなる恐れがある

また、製品の利益をベースに各特許の貢献を算出するにしても、他社との特許

ライセンスや、製品に含まれる複数の特許間での貢献度合いの調整など、非常

に複雑であり、報奨額や報酬額の最低額を法令で決めることには無理がある。

改善要望
草案第２１条第１款を削除するか、少なくとも専利権に対する報酬額の算定つ

いては専利法実施細則に揃えていただくことを希望する。

関連する

法令等
専利法実施細則第７８条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 報酬金の算定について（第２１条第２款）

問題点

草案第２１条第２款では、「上記報酬の累計は当該知的財産権を実施した営業

利益の累計の５０％を超えない」と規定されている。

報酬額は草案第２１条第１款に基づき事業体と発明者との間に取り決めがな

かったとしても最低限の額は決められている。それ以外については権利を保有

する事業体が自由に決めるべきである。専利法実施細則にもこのような規定は

見られない。

改善要望 草案第２１条第２款を削除頂くことを希望する。

関連する

法令等

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 他社への譲渡、許諾時の報酬金の算定について（第２１条第３款）

問題点

草案第２１条第３款では、「譲渡もしくは許諾により取得した純収入のうち２

０％を下回らない額を報酬金として発明者に支給しなければならない」と規定

されている。

一方、専利法実施細則第７８条では、「取得した使用許諾料の１０％を下回ら

ない金額を報酬として」と規定している。

草案と専利法実施細則とではその計算方法が異なり、どちらを採用するかによ

って報酬額がおおきく異なってしまうことになる。このような状況は発明者と

使用者との間でトラブルになりかねないものである。

改善要望
草案第２１条第３款を削除するか、少なくとも専利権に対する報酬額の算定つ

いては専利法実施細則に揃えていただくことを希望する。

関連する

法令等
専利法実施細則第７８条

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 技術秘密（ノウハウ）について（第２４条）

問題点

ノウハウは特定が困難であり、その算定はさらに困難である。特に、多数の技

術者が関与して多数のノウハウを盛り込んで複雑な製品を開発した場合に、ノ

ウハウが職務発明として報奨金等の対象となると、個々のノウハウについての

「合理的な報奨金」の額を算定することは極めて困難である。

ノウハウは事業体のなかで長年かけて蓄積された技術群として構成されるも

のも多く、このような場合は特に発明者の特定が困難となる。

また、事業体が出願や公開の価値がないと判断したものに対してまでも報奨金

を出すことは必要ないものの、そのような理由で出願・公開しなかったのか、

ノウハウとして保護しようとしたものであるのか、という区別も容易ではない。

改善要望 草案第２４条を削除することを希望する。

関連する

法令等

備考
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中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 退職後について（第２５条）

問題点

発明者が会社や居住地を転々とすることも珍しくない現代では、退職後の発明

者を追跡して支払を継続するのではなく、退職の際に報奨金及び報酬金を一時

金で一括支払する運用も行われている。草案第２５条ではその運用が可能か不

明確である。

改善要望

退職時や退職後の取り扱いを任意に取り決めることができるよう修正するこ

とを希望する。

少なくとも、草案第９条、第１０条のように「事業体が別途規程を有する場合、

もしくは発明者と別途取り決めを有する場合を除き」という条件を追加修正す

ることを希望する。

関連する

法令等
草案第９条、第１０条

備考



24

中華人民共和国 職務発明条例草案（送審稿）向け要望

件名 監督管理部門による監督検査について（第３２条）

問題点

草案第３２条では、監督管理部門が事業体での職務発明制度施工状況について

監督検査できる旨規定されているが、どのような事業体に対して、どのような

頻度で実行するか等、明記されておらず、事業体としてはその対応義務・負担

が大きい。

改善要望 草案第３２条を削除することを希望する。

関連する

法令等

備考


